
11 設 計 図 設計図縮小版（ ・ A3判 ・ 判 ・ 3部 ・ 部）を背貼製本の上、監督職員 26 施 工 調 査 ・ 下記によるほか、改修標準仕様書による。

に提出する。印刷・製本費用は請負者負担とする。 調査項目（ ・ 絶縁測定 ・ ・ ）

（大冊となる場合は分冊とする。表紙及び背表紙には「年度」、「施設名」、「工事名」、「工事区分」 調査範囲（ ・ 図示 ・ ・ ）

を記載し、『設計図』との標記をすること。詳細は監督職員の指示による。）

1 工 事 名 宮崎県生活情報センターLED更新工事

12 完 成 図 ・ 提出要 原図 ・ Ａ１ １ 部 27 金 属 管 の 塗 装 次の部分の露出配管には、塗装を施す。

2 工 事 場 所 宮崎県宮崎市江平西２丁目１番２０号 白コピー製本 ・ Ａ１ 2 部 ・ 縮小図 2 部 ・ 居室 ・ 配線室(EPS) ・ 屋外 ・ 電気室

（病院１部、本部１部） ・ 機械室 ・ ・ ・

3 工 期 ・ 着　工 完成期限 ＣＡＤデータ ・ 要 ・ 不要

（保存形式・媒体は監督職員の指示による） 28 電 線 類 配線材は特記なき限り次のとおりとする。

・ 部分完成 完成期限 ・ 既存完成図（ＣＡＤデータ）の修正を行う。 ・ ＥＭ－ＥＥＦ ・ ＥＭ－ＩＥ ・ ・

(対象部分 ） 13 施 工 図 等 工事が完成したときは、本工事で作成する施工図等のうち、「工事関係書類作成要領」 ・ 既存建物のケーブル外皮の色は、既存配線と整合させる。

・ 建築工事特記仕様書による。 に記載する提出基準により提出を求めるものを監督職員に提出する。 ・ ＥＭ－ＥＥＦケーブルの外皮の色は、一般回路：灰色、保安回路：赤色、

ただし、製作図等で原図として提出できないものは、原図に変わるものとして良い。 ＵＰＳ回路：緑色とする。

4 発 注 方 式 ・ 総合発注 ・ 規格等の定めのないものは、ハロゲン及び鉛を含まない材料で構成されたものとする。

・ 分離発注( ・ 電気設備工事 ・ ） ・ 単独発注 提出部数

原図 ・ Ａ１ １ 部 ・ Ａ３ １ 部 29 配 管 本 数 、 管 路 な ど 分電盤、制御盤、端子盤等の２次側以降の配管配線経路、配線太さ、配線本数

5 建 物 概 要 白コピー製本 ・ Ａ１ １ 部 ・ Ａ３ １ 部 管径等は、図面と相違しても差し支えない。ただし、監督職員の承諾を受けるものとする。

建 物 名 称

14 保 全 に 関 す る 資 料 提出部数 ２ 部 ・ 部 30 ケ ー ブ ル 配 線 方 法 特記なき限り、天井ふところ内いんぺい配線とし、専用支持具等により吊ボルト等に固定し、

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 整然と布設するものとする。

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 15 工 事 写 真 次のものを監督職員に提出する。

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 31 フ ラ ッ シ ュ プ レ ー ト フラッシュプレートの材質は、特記なき限り次のとおりとする。

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 ・ ・ 新金属 ・ 合成樹脂 ・ ・

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 ・ サービス判

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 ・ １／月以上 32 フ ロ ア プ レ ー ト ベ ー ス ・ 水平高低調整付（空転防止ﾘﾝｸﾞ付） ・ 砲金製 ・ アルミ合金製

F(B F,PH F) ・ 新築 ・ 増築 ・ 改修 ・ サービス判

・ 33 停 電 時 期 工 法 電気設備の改修等のため在来設備を一部停止させる必要がある場合は、

6 工 事 項 目 (　●印のついたものが対象工事種目) ・ サービス判 あらかじめその時期、工法等を監督職員と打ち合わせ、施工計画書を提出したうえで

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「営繕工事写真撮影要領(最新版)」による。 作業を行うものとし、施設の運営に支障を来さないよう特に注意する。

電 灯 設 備 ○ ● ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 16 完 成 写 真 次のものを監督職員に提出する。 34 監 督 職 員 事 務 所 ・ 設ける ・ 設けない（ただし、打ち合わせスペースを確保する。）

● ○ ○ ・ 建築工事に準ずる。

動 力 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 備品の種類及び数量

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

電 力 貯 蔵 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17 残 土 処 分 ・ 構内の監督職員指示場所に敷きならし

発 電 設 備 ・ 構内の監督職員指示場所に堆積

構 内 情 報 通 信 網 設 備 ・ 構外搬出（約　　ｋｍ）

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 発生材の処理等について 関係法令及び標準仕様書等に従い適切に処理する。 35 機 材 等 １）本工事に使用する設備機材等は、設計図書に定める品質及び性能を有するもの又は

映 像 ・ 音 響 設 備 同等のものとする。ただし、同等のものとする場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受ける。

拡 声 設 備 19 足 場 そ の 他 ・ 別契約の関係請負者が定置したものは、無償で使用できる。

誘 導 支 援 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・ 本工事で設置する。（改修標準仕様書第１編第２節２．２．１によるほか下記による。） 36 機材の品 質・ 性能 証明 設備機材は、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明資料又は外部機関等が発行する

呼 出 設 備 ・ 内部足場等（　種）　・外部足場等（　種） 資料等の写しを監督職員に提出して承諾を受ける。提出する資料の詳細は、機材の品質・性能証

ナ ー ス コ ー ル 設 備 足場の組立、解体、変更の作業等においては、「「手すり先行工法に関するガイドライン」 明で提出する資料の詳細（本特記仕様書(その２)）による。

テ レ ビ 共 同 受 信 設 備 について」（平成２１年４月）の「手すり先行工法等に関するガイドライン」での「手すり先行 なお、標準仕様書に規定される製作図、試験成績表等を含む。

監 視 カ メ ラ 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（2）手すり据置方式又は（3）手すり

防犯・入 退 室 管理 設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 先行専用足場方式により行うこと。 37 蛍 光 灯 安 定 器 図面特記による。

火 災 報 知 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 耐 震 措 置 耐震措置の計算及び施工方法は次によるほか、建築設備耐震設計・施工指針最新版 38 LED 制 御 装 置 図面特記による。

中 央 監 視 制 御 設 備 （国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修）による。

昇 降 機 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ （１）機器の据付け及び取付け 39 コ ン セ ン ト の 識 別 一般回路は、白色とする。

構 内 配 電 線 路 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　　設計用水平地震力は、機器の質量に、地域係数1.0及び次に示す設計用標準水平震度 自家発回路（１０秒・４０秒起動共）は、赤色とする。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　　を乗じたものとする。 ＵＰＳ回路は、緑色とする。

構 内 通 信 線 路 設 備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ フラッシュプレートに一次側電源盤名称、回路番号を明記すること。

テレビ電波障害防除設備

40 発 電 設 備 コージェネについては、機器類に総合効率測定用のセンサー類を設置すること。

Ⅱ　工事仕様 保安装置には、蓄電池の充電器や制御電源の配線用遮断器のトリップを警報

する機能を設けること。

１ ． 共 通 仕 様 図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、下記による。 定格実負荷試験は（ ・ ３時間 ・ １０時間 ・ ７２時間）以上行う。

１） 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）

（最新版）」（以下、「標準仕様書」という。）及び「公共建築改修工事標準仕様書 41 管路式地中線路及び直埋 埋設深さは及び施工は特記なき限り、JIS C 3653による。

（電気設備工事編）（最新版）」（以下、「改修標準仕様書」という。） 式地中線路の埋設深さ

並びに「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（最新版）」（以下、「標準図」という。）

２） 機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事それぞれの 42 イ ン バ ー タ ー 装 置 の 三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

工事仕様書を適用する。 規 約 効 率 電動機出力(KW) 0.4 0.75 1.5 2.2 3.7 5.5 7.5 11 15 18.5 22 30 37 45

ｲﾝﾊﾞｰﾀ効率(%) 86.0 88.5 92.0 93.0 94.0 94.0 94.5 94.5 95.0 95.5 95.5 95.5 95.5 95.5

※病院は特定の施設とし、それ以外は一般の施設とする。

２ ． 特 記 仕 様 １） 項目は、番号に○印の付いたものを適用する。 ・上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、 備考 1) 規約効率は、JEM-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

２） 特記事項のうち選択する事項は、○印のついたものを適用する。 　10～12階建の場合は上層3階、13階以上の場合は上層4階とする。 2) インバーター効率は、100%負荷時の値とする。

・中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。 IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

項　　　　　目 特　記　事　項 ・重要機器は次のものを示す。

・ 配電盤 ・ 発電装置 ・ 直流電源装置 ・ 中央監視装置 43 保 護 協 調 保護継電器等の保護協調検討書（地絡、過電流）を監督職員に提出する。

1 工 事 関 係 書 類 工事関係書類の作成においては「工事関係書類一覧及び参考書類」を使用すること。 ・ 交換機 ・ 火災報知受信機 ・ 交流無停電電源装置 ・

・ ・ ・ ・ 44 再 使 用 機 器 取り外し再使用する機器は、清掃及び絶縁測定を行ったうえで取り付ける。

（２）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の１／２とする。

2 電 気 工 作 物 ・ 自家用 ・ 一般用 45 他 工 事 と の 取 合 い 設備機器等の位置、取合い等を検討できる施工図を提出し監督職員の承諾を受ける。

21 放 射 線 防 護 対 策 放射線使用室の壁にボックス、盤等を埋め込む場合は、その裏面に必要な厚さの鉛板を当て、

3 電 源 周 波 数 ・ ５０Hz ・ ６０Hz 放射線防護の処置を行う。 46 機 器 取 付 高 さ 図面に特記なき場合は、表－１「機器標準取付高さ」による。

配管の放射線防護は、貫通部径の２倍の長さまで鉛巻きを行うこと。

4 工 事 実 績 情 報 の 登 録 ・ 要 ・ 不要 47 工事概要

22 気 密 工 法 バイオクリーンルーム、手術、バイオハザード及びＲＩ等の各室に設ける電線管、ボックス 電灯設備 共用部照明器具のリニューアル更新を行う工事

5 電 気 工 事 士 自家用は、第一種電気工事士により施工する。 及び機器等は、他の室との汚染空気の流出入を防止するため、シール材充填や

一般用は、第一種電気工事士又は第二種電気工事士に依り施工する。 防塵パッキンの使用等、気密保持に必要な処理を行う。 48 特 定 工 事 特定工事とは、医療関係（福祉施設含む）設備工事の中で、その工事の不備が原困で直接人命に

（部屋名： ・ バイオクリーンルーム ・ 手術室 ・ ） 危険を及ぼすおそれのある工事であり、次のとおりとする。

6 工 事 用 水 構内既存設備 ・　利用できる（　・　有償　　・　無償）　 ・　利用できない 特定工事： 受変電設備工事（停復電動作フローに影響を与えるもの）、医用接地工事、医用

23 配 管 材 料 ・ 配管材は（ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ等除く）は、特記なき限りＰＦ管する。 非接地配線設備工事、防火区画を貫通する配管等の周囲の穴埋め工事、放射線

7 工 事 用 電 力 構内既存設備 ・　利用できる（　・　有償　　・　無償）　 ・　利用できない ・ ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ部の配管材は、特記なき限り２種金属製可とう電線管とする。 防護に関わる部分の工事及びその他これらに類するエ事

・ 防火区画の配管材は、特記なき限りＥ管とする。 特定工事の施工

8 官 公 署 へ の 手 続 き 工事施工に伴う官公署への工事着手、施行、完成に当たり、関係官公署その他の関係機関への a) 施工に当たっては、あらかじめ入念に施工計画をたて、当該工事の施工に直接従事する

必要な届出手続き等を遅滞なく行うこと。なお、届出手続き等の費用は、請負者の負担とする。 24 配 管 方 法 ・ 配管は特記なき限り、天井ふところ内いんぺいとし、立上り及び引下げ部分は、 作業員等関係者の指導監督に特に留意するほか、施工管理責任者を定めて、

（完成検査手数料、中間検査手数料、昇降設備計画通知・検査手数料等を含む） いんぺい又は埋込みとする。 工事完了後に施工状況を確認する。

・ 幹線配管等で吊金物が図示されている場合は、直径９mmのボルトで吊下げた b) 工事ごとに設計図書に指定された試験、検査、確認等を完全に実施して安全確認をした後、

9 技 術 検 査 実施回数 回以内 パイプハンガー(40*45*t2)を使用するものとする。 特定工事施工報告書を監督職員に提出し、承諾を受ける。

　実施段階（ ・ ・ ・ ・ ）

25 予 備 配 管 長さ１ｍ以上の入線しない電線管には、ビニル被覆鉄線（１．２mm以上）を挿入し

10 工 事 用 仮 設 物 構内につくることが（ ・ できる ・ できない） 各配管端末には、カバーブッシングを取り付ける。

予備配管として、分電盤から（Ｅ２５）又は（ＰＦ２２）を２本天井ふところ内まで立ち上げる。

ただし、ＥＰＳは除く。

　図面名 Ｎｏ．

　工事名 　縮　尺

宮崎県消費生活センター

数　量備　　　　品 備　　　　品数　量

工 事 項 目

電 灯 幹 線 電 灯 分 岐

一 般 コ ン セ ン ト

動 力 幹 線 動 力 分 岐

建物別及び屋外

電気設備工事特記仕様書

Ⅰ　工事概要

令 和 年 月 日 令 和 5 年 3 月 15 日

構造 階　　　数 延床面積 消防法施行令 工　事　種　別 備考

令和　　年　　月　　日

別表第一の区分

医 用 コ ン セ ン ト

非 常 灯 ・ 誘 導 灯

○

○ ○ ○

○

出 退 表 示 時 刻 表 示

○ ○

直 流 電 源 交 流 無 停 電 電 源

○

○ ○ ○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

ト イ レ 等 呼 出

○ ○

医 療 用 防 犯

○

○ ○ ○

屋 上 及 び

電 力 引 込 み 構 内 外 線

外 灯 駐 車 場 管 制

通 信 引 込 み

○

通 信

エ ス カ レ ー タ ー

○ ○

上 層 階

○
機 器 種 別

1.5 1.0

防振設置機器 2.0 2.0

地 階 ・ １ 階 機 器 1.0 0.6 0.6 0.4

防振設置機器 1.5 1.5 1.5

0.6

塔 屋 水 槽 類 2.0 1.5

機 器 1.0 1.0

分　類 規　　　格 撮 影 枚 数 提出部数

着 工 前
電子データ(ﾃﾞｼﾞｶﾒ) 各現場毎３以上

1

・特定の施設 ・一般の施設

分　類 規　　　格 撮影箇所・枚数 提出部数

カラー
キャビネ判

（デジカメ可）
監督職員の指示による 2

工事施工
進捗状況

電子データ(ﾃﾞｼﾞｶﾒ)
1

機 器

工 事 中
電子データ(ﾃﾞｼﾞｶﾒ) 各監理項目毎３以上

電気設備工事特記仕様書
E-
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防振設置機器 1.0 1.0 1.0 0.6

水 槽 類 1.5 1.0 1.0 0.6

宮崎県消費生活センター

1.5

○

エ レ ベ ー タ ー

○

非 常 警 報 ガ ス 漏 れ 警 報

入 退 室 管 理 防 犯

自 動 火 災 報 知 自 動 閉 鎖

○

イ ン タ ー ホ ン

○

○ ○

1.0

水 槽 類 1.5 1.0 1.0

○

1

設計用標準水平震度

重 要 機 器 一 般 機 器 重要機器 一 般 機 器

2.0 1.5

0.6

2.0 1.5

1.5 1.0

中 間 階


